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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第４区分
【発行日】平成29年7月27日(2017.7.27)

【公開番号】特開2016-23366(P2016-23366A)
【公開日】平成28年2月8日(2016.2.8)
【年通号数】公開・登録公報2016-009
【出願番号】特願2014-151334(P2014-151334)
【国際特許分類】
   Ｂ２２Ｆ   3/16     (2006.01)
   Ｂ２２Ｆ   3/24     (2006.01)
   Ｃ２２Ｃ  30/00     (2006.01)
   Ｂ２２Ｆ   3/105    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ２２Ｆ    3/16     　　　　
   Ｂ２２Ｆ    3/24     　　　Ｇ
   Ｃ２２Ｃ   30/00     　　　　
   Ｂ２２Ｆ    3/105    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成29年6月7日(2017.6.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　元素周期表の第３族から第１６族までに含まれる原子番号１３から原子番号７９の元素
群から選択され、Ｆｅ原子に対する原子半径の比率が０．８３以上１．１７以下である少
なくとも４種の元素と、Ｆｅとの５種の元素を含有する合金粉末を層状に展延する粉末展
延工程と、
　展延された前記合金粉末を局所加熱して溶融させた後に凝固させて凝固組織を形成し、
前記局所加熱による被加熱領域を前記合金粉末が展延された面に対して平行に移動させて
凝固層を形成する凝固層造形工程と、を備え、
　前記粉末展延工程と前記凝固層造形工程とを交互に繰り返すことで複数の層状の凝固層
を形成することを特徴とする合金構造体の製造方法。
【請求項２】
　前記少なくとも４種の元素が、Ａｌ、Ｓｉ、Ｐ、Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｎｉ、
Ｃｕ、Ｚｎ、Ｇａ、Ｇｅ、Ａｓ、Ｓｅ、Ｎｂ、Ｍｏ、Ｔｃ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ｐｄ、Ａｇ、Ｓ
ｎ、Ｓｂ、Ｔｅ、Ｔａ、Ｗ、Ｒｅ、Ｏｓ、Ｉｒ、Ｐｔ、Ａｕからなる群より選択されるこ
とを特徴とする請求項１に記載の合金構造体の製造方法。
【請求項３】
　前記合金粉末の粒子径分布が１μｍ以上５００μｍ以下の範囲にあることを特徴とする
請求項１に記載の合金構造体の製造方法。
【請求項４】
　前記凝固層造形工程後に未溶融の前記合金粉末を除去する工程を備えることを特徴とす
る請求項１に記載の合金構造体の製造方法。
【請求項５】
　前記凝固層造形工程は、前記合金粉末の溶融前に前記合金粉末の融点の５０％から８０
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％の温度で前記合金粉末を加熱する予備加熱工程を備えることを特徴とする請求項１に記
載の合金構造体の製造方法。
【請求項６】
　前記凝固層造形工程は、前記凝固層の表面温度が５００℃以上の状態で、前記凝固層の
少なくとも一部を形状加工又は表面加工する工程を備えることを特徴とする請求項１に記
載の合金構造体の製造方法。
【請求項７】
　前記形状加工又は表面加工する工程は、金属製若しくは合金製の工具、又は、ダイヤモ
ンド粉末、金属間化合物粉末、無機製若しくは無機複合材料製の工具を用いることを特徴
とする請求項６に記載の合金構造体の製造方法。
【請求項８】
　前記合金粉末は、前記５種の元素をそれぞれ５ａｔ％以上３０ａｔ％以下の原子濃度の
範囲で含有することを特徴とする請求項１に記載の合金構造体の製造方法。
【請求項９】
　前記合金粉末は、前記５種の元素のうち少なくとも４種の元素の原子濃度の差が３ａｔ
％未満の範囲にあることを特徴とする請求項８に記載の合金構造体の製造方法。
【請求項１０】
　前記合金粉末は、Ａｌ、Ｃｏ、Ｃｒ、Ｆｅ及びＮｉのうちの少なくとも４種の元素を、
１５ａｔ％以上２３．７５ａｔ％以下の原子濃度の範囲で含有し、他の１種の元素を、５
ａｔ％以上３０ａｔ％以下の原子濃度の範囲で含有することを特徴とする請求項１に記載
の合金構造体の製造方法。
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